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はじめに  

 

１ 本ガイドライン策定の目的 

  指定管理者制度は、地方自治法の一部を改正する法律（平成 15年６月 13日公布、同年９月

２日施行）により、公の施設の管理について適正かつ効率的な運用を図ることを目的として導

入された制度です。 

  本ガイドラインは、市内の公共施設の有効な管理方法として指定管理者制度を導入する場合

の基本的な手続きや留意事項、管理・運営段階での評価など、運用の全般に関するあり方と実

務について一元的な事務マニュアルとして取りまとめたものであり、このガイドラインを活用

し、より有効な公共施設の管理運営と必要な公共サービスの維持充実を図っていくための指針

とするものです。 

 

２ 本ガイドラインの構成 

  本ガイドラインは、指定管理者制度導入の前段階から、導入時の実務、導入後の管理運営・評

価という３部構成になっています。 

 

◆本ガイドラインの構成 

導入前 

第１章 公共施設の管理方法の検討 

 １ 公共施設の管理方法の区分と選択 

２ 指定管理者制度導入の適否の判断 

【指定管理者制度導入判定基準】 

 

P4 

P4 

P5 

導入時 

第２章 指定管理者の募集及び指定 

  １ 指定管理者指定のフロー 

２ 指定管理者制度庁内検討委員会の設置 

  ３ 事前準備段階での検討事項 

４ 募集要項等に記載すべき事項 

  ５ 指定管理者候補者の選定及び指定管理者の指定 

  ６ 協定の締結 

 

P6 

P7 

P7 

P8  

P21 

P24 

導入後 

第３章 適正な管理運営の確保に関する事項 

 １ 事業報告・管理運営の調査 

 ２ 管理運営の評価 

 ３ 指定管理者に対する指示及び指定の取消し 

 

P27  

P27 

P27 

参 考 様式（第２章４（５）応募手続の応募書類）  
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３ 指定管理者制度 

  公の施設の管理については、従来、施設の公共性、適正な管理の確保等の理由により、市が直接

行うか、他の公共団体・公共的団体・市の出資法人などに委託するか限定されていましたが、平成

15年の地方自治法改正により、従来の「管理委託制度」に代わって「指定管理者制度」が創設され

ました。このことにより、民間事業者を含む団体等が、公の施設の管理を行うことができるように

なりました。 

この指定管理者制度は、「多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施

設の管理に民間の能力を活用しつつ、市民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を図るこ

と」を目的とした制度〔平成 15年７月 17日付総務省自治行政局長通知、平成 22年 12月 28日付総

務省自治行政局長通知〕です。以上の事をふまえ、指定管理者制度の運用に当たっては、制度創設

の目的を十分理解し、その趣旨に沿った運用を行うことが必要となります。 

 

４ 指定管理者とは 
  指定管理者は議会の議決を経て「指定」という行政処分を受けた法人その他の団体です。 

「指定」により公の施設の管理権限を受けた法人その他の団体は、市長に代わり公の施設の運営

を行う機関であり、本市と指定管理者とは施設の管理運営に関する「協定」を取り交わすことによ

って、指定管理者が協定に則った具体の業務を実施することになります。その協定に基づき、指定

管理者は、効果的、効率的な施設運営を図るため、条例に定めるところにより、施設の使用許可な

どを行うことになります。 

 ただし、以下は法令により市長のみが行うことができる権限とされているため、指定管理者に行

わせることはできません。 

 

 ① 使用料の強制徴収（地方自治法第 231条の３） 

 ② 不服申し立てに対する決定（地方自治法第 244条の４） 

 ③ 行政財産の目的外使用許可（地方自治法第 238条の４） 

 ④ 使用料の減免（地方自治法施行令第 158条） 

 

なお、指定管理者は「法人その他の団体」とされ、個人を指定管理者として指定することはでき

ません。ただし、法人格は必要ありません。 

 

５ 公の施設とは 
「公の施設」とは、「住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に供するため地方公共団体

が設ける施設」と定義され「公の施設」の要件としては、次の５つを満たすものとされています。 

（１）住民の利用に供するための施設であること 

（２）当該地方公共団体の住民が主たる利用者であること 

（３）住民の福祉を増進する目的をもって設ける施設であること 

（４）地方公共団体が設けるものであること 

（５）施設であること 
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よって、通常事務を行う所である市役所の庁舎や消防施設など、住民の利用に供することを目的

としない施設は、「公の施設」ではありません。 

「公の施設」の主なものは、次のとおりです。 

    公園、体育施設、学校、図書館、公民館、老人福祉センター、美術館、観光施設、病院、 

公営住宅、温泉施設、保育所、墓地、給水事業施設、下水道事業施設 

 

６ 指定管理者制度が適用できない公の施設 
 総務省通知（平成 15年７月 17日付 総行行第 87号）では、「道路法、河川法、学校教育法等個別

の法律において公の施設の管理主体が限定されている場合には、指定管理者制度を採ることができな

い。」とされています。 

 ただし、以下のとおり、関係法令等を所管する省庁からの通知により管理主体の対象拡大措置が図

られているものもあります。 

 

（１）道路・・・道路法により、公の施設の管理者は長となっている。指定管理者に行わせるこ

とができる管理行為の例としては、清掃、除草、単なる料金の徴収業務で定型的

な行為に該当するもの等がある。 

 

（２）河川・・・河川法により公の施設の管理者は長となっている。指定管理者に行わせること

ができる管理行為の例としては、河川の清掃、河川の除草、軽微な補修（階段、

手摺り、スロープ等河川の利用に資するものに限る）等がある。 

 

（３）学校・・・学校教育法により、公の施設の管理者は長となっている。指定管理者に行わせ

ることができる管理行為の例としては、学校施設の警備、清掃、プールや体育館

等の保守、給食の調理業務や学校施設の時間外一般開放の管理等がある。 
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第１章 公共施設の管理方法の検討 

１ 公共施設の管理方法の区分と選択 

（１）管理運営方法の区分 

   朝来市における公共施設の管理運営は「直営」、「指定管理」、「貸付」の３つの方法により行

っています。（その他、「包括的民間委託」という方法もあります。） 

原則として、庁舎などの公の施設以外の施設は「直営」、観光施設や公民館などの公の施設は

「直営」又は「指定管理」、市の普通財産や庁舎等の一部は「貸付」で管理運営を行うこととし

ています。 

 

（２）指定管理者制度の意義 

   指定管理者制度は、市が所管する公の施設について、管理、運営を民間会社やその他の団体

に委託することができる制度であり、公の施設の管理、運営に民間等のノウハウを導入するこ

とにより、管理運営の効率化を目指すものです。 

   また、民間活力をより効果的に発揮させるため、施設の機能に応じて利用料金制と使用料金

制をバランスよく組み込みます。特に、利用料金制については、指定管理者の自主的な経営努

力を発揮しやすくする効果が期待されることや、市及び指定管理者の会計事務の効率化が図れ

ることになます。 

 

（３）管理運営方法の選択 

   施設の管理運営は、民間活力の積極的な活用を念頭に置き、施設の現状や特性に応じて、最

も効果的・効率的な方法を導入します。 

   特に、「公の施設」については、提供するサービスの公共性、効率性、サービス水準等を勘案

して、指定管理者制度により、有効性が高いと判断されるものについては、民間事業者等の積

極的な活用を行います。 

 

２ 指定管理者制度導入の適否の判断 

（１）指定管理者制度の新規導入の適否の判断 

   地方自治法上、「公の施設」は本市による直営あるいは指定管理者制度による管理運営を行

うこととされています。 

本市では、市が所有するすべての公の施設について、指定管理者制度の導入を検討し、個別

法の制約があり、制度が導入できない場合や業務の専門性・特殊性から特段の理由がある場合

を除いては、民間事業者等に任すことにより、より効率的・効果的な管理運営が可能な施設に

ついては指定管理者制度を導入していくこととしています。 

その際、当該施設が引き続き公の施設として管理運営すべき必要性や効果があるのか否かも

しっかりと評価をし、新規導入の適否を判断すべきで、これまで管理をしているというだけで

決定されるものではありません。 
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   そこで、公の施設における指定管理者制度の適用に当たっては、「指定管理者制度導入判定

基準」をもとに適否の判断を行うこととします。 

 

（２）指定管理者制度の導入済施設における適否の判断 

   指定管理施設については、指定管理者が条例、規則に従い、適切かつ確実なサービスを安定

的、継続的に提供しているかどうかを監視（測定・評価）するため、毎年度「モニタリング」

を実施します。指定管理者自身の自己評価を受けて市が評価を行い、指定管理者に対して必要

に応じて改善に向けた指導・助言等を行います。 

   指定管理者制度導入済施設についても「指定管理者制度導入判定基準」をもとに適否の判断

を行うこととします。 

 

 

【指定管理者制度導入判定基準】 

 チェック１ 市が管理運営すべき施設か？ 

 

       ・公の施設として管理運営すべき施設である。（公共施設としての必要性がある。） 

       ・法令の制約及び業務の専門性・特殊性から特段制限がなく指定管理者制度の導入

が可能である。 

       ・公平性や公益性が極めて高い等の理由や本市の施策上の制限がなく、指定管理者

制度の導入が可能である。 

 

チェック２ 指定管理者制度の導入により施設の安定性・継続性が確保できるか？ 

 

       ・同種のサービスを提供している民間事業者等が存在する。 

       ・他の自治体において導入している実績がある場合など対象サービスを安定的・継

続的に提供できる民間事業者等が存在する。 

       ・民間事業者等に任すことで、利用ニーズにあったサービス内容の充実や民間事業

者等のノウハウの活用が期待できる。 

 

チェック３ 指定管理者制度の導入により費用対効果が確保できるか？ 

 

       ・民間事業者等の有するノウハウの活用や創意工夫によりコスト削減が図れる。 

       ・市が直接管理運営する場合と同等の費用であってもより大きい事業効果が見込ま

れる。 

       ・税負担ではなく使用料・利用料金により運営を行うことができる。 
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第２章 指定管理者の募集及び指定 

１ 指定管理者指定のフロー 

指定管理者の指定に当たっては、概ね次のように進めます。 

◆指定管理者の指定に係る概略フロー 

ステップ 手続・取組 概        要 

 

１ 事前準備 指定管理者制度庁内検討委員会の設置 

指定管理者制度導

入の基本的な判断 

・当該施設の設置目的の明確化 

・当該施設における指定管理者制度導入の適否の判断 

指定管理者仕様書

等(案)の作成 

・当該施設の指定管理業務に係る仕様書等（案）の作成 

  仕様書、指定管理料限度額等 

指定管理に係る条

件整理 

・指定管理者制度適用の基準及び導入の適否 

・当該施設の業務内容の設定 

・指定管理者の選定基準の設定 

 

２ 選定・指定 選定方法の設定 ・指定管理者の選定方法の設定 

公募 ・指定管理者の公募（募集要項等の作成・公表） 

・民間事業者等の応募（応募書類の作成提出） 

選定 指定管理者選定委員会 

・応募者に対するヒアリング 

・選定基準に基づく指定管理者候補者の選定 

指定の議決 ・指定管理者、指定期間等について議会の議決を経て指定 

指定の告示・公表 ・指定管理者候補者への指定の通知 

・指定管理者の告示 

・指定管理者候補者選定の概要をホームページで公表 

 

３ 協定締結 基本協定の締結 ・指定期間全体に係る業務の実施に係る協定 

指定管理者に対す

る指導 

・適宜、指定管理者の管理運営に対して指導 

年度協定の締結 ・当該年度の業務計画及び指定管理料に係る協定 

 

４ 管理運営の評価 報告及び調査 ・事業報告書の提出及び管理運営業務の調査 

評価 ・管理運営状況の評価 

指示及び取消 ・指定管理者への指示及び指定の取消し 
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２ 指定管理者制度庁内検討委員会の設置 

指定管理者を公募により選定する場合、制度導入の適否の判断、公募を行う場合の仕様書等

（案）の作成、公募の実施等を行うため、指定管理者制度庁内検討委員会（以下「検討委員

会」という。）を設置します。 

検討委員会は、施設管理所管課の所属する部単位で設置し、部長を委員長として、部内の各

課長及び管理所管課の職員で任意に構成した組織とします。 

 

３ 事前準備段階での検討事項 

（１）対象施設（選定単位）の設定 

   指定管理者は必ずしも個々の施設ごとに選定しなければならないものではありません。施設

の設置目的や特性・実情等を考慮し、一つの指定管理者が管理を行うことによって、それぞれ

の施設の設置目的が効果的に達成されると考えられる場合には、複数の施設の管理運営につい

て「全体最適を」を追求するという視点から、複数の施設を一体として選定することについて

も積極的に検討することとします。 

 

（２）募集方法の選択（公募・非公募） 

 【公募】 

   指定管理者の選定に当たっては、次のことが見込める場合は、「公募」とします。 

  ① 競争性を発揮させることで、より効果的かつ効率的に施設の設置目的が達成できる。 

  ② 選定過程の透明性を高め、指定管理者制度の運用に対する市民の信頼を高められると考

えられる。 

  ③ 特定又は極めて限定された数の応募しか見込まれない場合であっても、公募の実施によ

り、次のような効果が期待できる。 

    ・施設目的の明確化等のマネジメントシステムの基礎となる条件を整えることが可能と

なる。 

    ・潜在的な競争性を生み出すことにより、現指定管理者に対して、管理運営水準の維持

向上の動機付けにつながる。 

 【非公募】 

次のような場合には、「非公募」による選定も可能とします。 

  ① 施設の設置目的及び利用が地域住民に限定されるなど、地域の住民グループによる管理

が効果的であると考えられる場合 

  ② ＰＦＩの選定事業者が、管理運営を含めて一体的に事業を行う場合 

  ③ 極めて高度の専門性を要すること、又は利用者等との関係性の維持が極めて重要である

ことなどの事由により、将来にわたり他の担い手が存在しないことが見込まれる場合 

  ④ 市が出資する団体又はその他団体において団体の設立目的とその設置目的等が密接不可

分である施設や団体の役割と施設の設置目的・機能の全部又は一部が合致する施設で、

当該団体等の経営状況、管理体制等を総合的に判断し、適切であると考えられる場合 
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  ⑤ 指定管理者の法人格の変更、何らかの緊急性がある場合 

  ⑥ その他の合理的理由がある場合 

 

（３）公募の方法 

  ① 公募の時期 

   公募の際、次の各期間を確保した上で、実施の時期を検討するものとします。 

   ・適切な周知期間 

   ・応募期間（書類等の提出期間） 

   ・準備・引継ぎ期間（期間は施設により異なる） 

   ・公募に対して応募がないことが事前に想定される場合は、再公募等の実施に要する期間 

   また、公募の実施が広く知られるよう、市ホームページ、広報紙等で明らかにするなど可

能な範囲で情報提供を行います。 

 ② 応募期間 

   募集期間は、募集の周知と応募しようとする者の事業計画の検討等に十分な期間を確保す

る必要があることから、募集要項の発表から申請書受付終了まで原則として１か月程度確保

すること。ただし、１か月の期間を設ける暇がない特別な事情があり、募集期間を短縮する

場合においても、上記の趣旨を踏まえ、適切な期間を設定すること。 

 

４ 募集要項等に記載すべき事項 

  指定管理者の公募においては、指定管理の基本的な条件や募集手続等を示す指定管理者募集要

項と、これに添付される仕様書（以下「募集要項等」という。）を作成します。指定管理者募集要

項では、当該施設の指定管理の基本的な条件や募集手続等を示します。また、仕様書では、当該

施設における事業内容、指定管理者の業務内容及び実施の条件、市及び指定管理者の権利義務等

について記載します。公募に当たっては、これらに必要な事項を網羅して記載して公表すること

が必要です。以下、募集要項の標準例に沿って、記載すべき事項を整理します。 

  なお、標準例はあくまでもサンプルであり、当該施設に即して項目等加除を行います。 

 募集時に必要な書類は以下のとおりです。 

  ① ○○○○○指定管理者募集要項  ② 指定管理者指定申請書様式 

  ③ ○○○○○指定管理者仕様書   ④ ○○○○○指定管理者候補者選定基準 

  ⑤ その他、必要な資料 

 

 

〇〇〇〇〇 指定管理者募集要項（標準例） 

 

 ○○○○○の管理運営業務を効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 244 条の２第３項及び○○○○○条例（平成 年朝来市条例第 号、以下

「条例」という。）第 条の規定に基づき、以下のとおり指定管理者の候補者を募集します。 
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（１）総則的事項 

【施設の概要等】 

  対象となる公の施設の概要（名称、所在地、設置目的、建築物の現況等）及び利用状況（利用

者数の実績、光熱水費等）を明示することとします。また、修繕費等の積算の基礎となり指定管

理料の算定にも影響するため、施設の修繕履歴等についても可能な限り整備し、公表することと

します。 

２ 管理運営の基本方針 

  指定管理者は、以下の基本方針に基づいて管理運営を行うこととします。 

  ○○○○○を図ることとした本施設の設置目的を達成するため、○○サービスの効果及び

効率を向上させ、もって公共の福祉の一層の増進を図る。 

【基本方針】 

  指定管理者制度運用の目的は、施設の設置目的の効果的・効率的な達成です。目的達成のため

の事業計画を応募者が的確に作成するためにも、その明確な記述が必要不可欠であり、説明が不

十分であったり、曖昧であったりすると、指定管理者の業務改善や質の向上へのモチベーション

が高まらず、その結果、期待される成果の達成が望めません。 

  したがって、各施設の設置条例に記載された設置目的を踏まえ、「そもそもの施設の設置目的

は何か」、その施設を管理運営とすることにより本市として何を達成したいのか」についてポイ

ントをよく練り上げ、規定する必要があります。 

３ 指定管理者が行う管理の基準 

  管理運営を行うに当たっての基本的事項は次のとおりです。 

（１）開館日 

    ○○○○○条例第〇条の規定に基づく毎月〇曜日を除いた期間とします。ただし、指定

管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て臨時に休業日を変更し、又は休

業日を設けることができます。 

（２）開館時間 

１ 公募する施設の概要等 

（１）名称    ○○○○○ 

（２）所在地   朝来市●● ○○番地 

（３）対象施設   

    ① ○○○施設  ○○造 ○○階建  ○○㎡ 

      部屋数 ○○室、収容人員 ○○名、 平成○○年竣工 

② ○○○施設  ○○造 ○○階建  ○○㎡ 

      部屋数 ○○室、収容人員 ○○名、 平成○○年竣工 

（４）主な修繕履歴 

（５）施設の利用状況 

    ① 利用者数の実績 

    ② 収支の状況 

    ③ その他 
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   ○○時○○分から○○時○○分とします。ただし、指定管理者は、必要があると認める

ときは、市長の承認を得てこれを変更することができます。 

（３）個人情報の取扱い 

   指定管理者は、管理運営を通じて取得した個人に関する情報を保護するため、別途締結

する協定で定める措置を講ずる必要があります。 

（４）関係法令等の遵守 

   指定管理者は、○○○○○の管理運営を行うに当たっては、関係法令、関係条例等を遵

守する必要があります。（○○法（○○年法律第○○号）・・・など） 

【管理の基準】 

  指定管理者に求められる基本事項を明示します。 

【個人情報の取扱い】 

  指定管理者制度では、施設の管理権限が指定管理者に委任されるため、指定管理者も市と同

等に個人情報の保護を図ることが大切です。 

【関係法令の遵守】 

  当該施設に求められる主要な法令を列挙します。 

  （例）消防法（昭和 23年法律第 186号）、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 等々 

 

（２）業務の範囲と責任区分 

４ 指定管理者が行う業務の範囲等 

（１）業務の範囲 

   業務の範囲は下記並びに別添「○○○○○指定管理者仕様書」のとおりとします。 

   なお、部分的な業務の委託については、あらかじめ市の承認を得た上で、他の事業者に

委託できるものとします。 

   ア 本施設の利用に関する業務 

   イ 本施設の利用に係る利用料金の徴収に関する業務 

   ウ 本施設及び設備の維持管理に関する業務 

   エ その他、市又は指定管理者が必要と認める業務 

（２）指定管理者と朝来市の責任分担 

   指定管理者と市の責任分担は、別添の「○○○○○リスク分担表」によるものとします。 

   ただし、同表に定めのない事項については、指定管理者と市が協議して定めることとし

ます。 

   なお、施設・設備・備品の損傷について「小規模なもの」とは１件あたり○万円未満の

ものとします。 

【業務の範囲】 

  指定管理者の業務の範囲は仕様書に詳細に定めます。 

  また、個別法に制限のある場合等を除き、実際にどのような権限を指定管理者に与えるかに

ついては、各施設の特性を考慮した上で、各施設の設置条例において規定することとなりま

す。 

 



- 11 - 

 

  なお、法令により市長のみが行うこととされている次の事項等の権限については、指定管理

者に認められません。 

   ① 使用料の強制徴収（地方自治法第 231条の３） 

   ② 不服申し立てに対する決定（地方自治法第 244条の４） 

 ③ 行政財産の目的外使用許可（地方自治法第 238条の４） 

   ④ 使用料の減免（地方自治法施行令第 158条） 

【利用料金の徴収】 

  条例で定める範囲内で指定管理者は市長の承認を経て利用料金を定めることができます。 

  なお、利用料金制を導入せず、使用料制を採用する場合、上記４（１）イ項は使用料の徴収

に関する業務となります。 

【利用者に対する利用許可等】 

  指定管理者制度により、従来は行政処分として市が行っていた利用許可権限等の施設の管理

権限を指定管理者に委任できます。その場合、指定管理者は「本市の機関」として権限を行使

するものであることから、許可基準を受付場所に掲示するなどの手法により公にする必要があ

ること、不許可とする場合にはその理由を示す必要があること等を協定等において規定する必

要があります。 

  また、同種の施設が複数存在する場合、平等利用など公平性の観点から、各施設所管部署に

おいて、利用許可等の取扱いに関する統一基準を策定することとします。 

【他の事業者への委託】 

  指定管理者が行うべき業務について、予め、本市と文書による協議を行い、承認を得た場合

には、その一部を他の事業者（当該業務を専門とする事業者等）に委託することが可能である

ことを規定します。 

  なお、業務計画書に他の事業者への委託が明記され、市が確認した場合もこれに該当しま

す。 

  ただし、他の事業者への委託を実施する際、請け負う事業者や指定管理者に任せきりになる

ことなく、施設所管部署がその実態を必ず把握し、個別に状況を確認することが必要です。 

【リスク分担】 

  公の施設の管理運営が行われている際に、故意又は過失、施設の瑕疵等が原因となって、利

用者に対して損害賠償を行う必要が生じる可能性があります。そのため、責任分担の原則とし

ては、想定したリスクを可能な限り明確にした上で、帰責事由を有する者がその損害を賠償す

る責任を負うこととなります。リスク分担としては、ア 市が負担、イ 指定管理者が負担、

ウ 双方が一定の割合で負担の３つがありますが、これを踏まえ、個々の施設におけるリスク

分担については、各施設の特性を考慮し、募集要項に明示するとともに、基本協定において定

めることとします。その際には、次のリスク分担表「標準例」を参考にするものとします。 

  また、分担したリスク対応については、市と指定管理者の対応策や連絡体制等を明確にして

おくことが重要です。例えば次のような項目について予め定めておくことが考えられます。 

   ① 危機発生時の対応体制（責任者の明確化） 

   ② 危機発生時の報告・連絡体制（情報の共有・一元化） 

   ③ 被害者が発生した場合の対応策 
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◆リスク分担表（標準例） 

種  類 内      容 
負  担  者 

市 指定管理者 分担 

物価変動 人件費、物品費、物価変動に伴う経費の増  ○  

金利変動 金利変動に伴う経費の増  ○  

周辺地域・住民及

び施設利用者へ

の対応 

地域との協調  ○  

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者か

らの反対、訴訟、要望等への対応 
 ○  

上記以外 ○   

法令の変更 施設管理・運営に影響を及ぼす法令変更 ○   

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○  

税制度の変更 消費税（地方消費税含む）の税率等の変更   ○ 

法人税・住民税等の税率の変更  ○  

上記以外で管理運営に影響するもの   ○ 

管理運営の中断・

中止 

市に帰責事由があるもの ○   

指定管理者に帰責事由があるもの  ○  

それ以外のもの   ○ 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他指定管理者の責めに帰すことのできない自

然的又は人為的な現象）に伴う施設・設備の復旧 

○   

不可抗力による管理・運営の中断   ○ 

書類の誤り 仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○   

事業計画書等、指定管理者が提案した内容に誤りのある

もの 
 ○  

資金調達 資金調達不能による管理運営の中断等  ○  

金利上昇による資金調達費用の増加  ○  

施設・設備・備品

の損傷 

経年劣化による（小規模なもの）  ○  

経年劣化による（上記以外） ○   

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（小規模なもの） 
 ○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（上記以外のもの） 
○   

指定管理者に帰責事由があるもの  ○  

指定管理者が設置した設備・備品  ○  

第三者への賠償 指定管理者として注意義務を怠ったことにより損害を

与えた場合 
 ○  

市に帰責事由があるもの ○   

市と指定管理者の両者、又は被害者・他の第三者等に帰

責事由があるもの 
  ○ 

セキュリティ 警備不備による情報漏えい、犯罪発生  ○  

事業終了時の費

用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間途中にお

ける業務を廃止した場合における事業者の徴収費用 
 ○  

保険への加入 当該施設の火災保険への加入 ○   

施設賠償責任保険の加入  ○  

【「小規模な」施設・設備・備品の損傷に係る費用】 

  施設・設備の点検及び修繕の範囲によって、指定管理料が変動するため、その前提となる負担

区分について明確に規定する必要があります。具体的には、リスク分担表において「小規模なも
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の」について指定管理者の負担により修繕させる場合、その定義として、金額について１件あた

りの金額や年間の総額の金額など具体的な金額について示しておくことが必要です。 

【保険への加入（利用者に対する損害賠償責任と施設賠償責任保険）】 

  指定管理者によって管理されている公の施設においては、何らかの事故等が発生し、指定管理

者に帰責事由がある場合も含めて、どのような場合であっても、国家賠償法第１条（公務員によ

る不法行為による損害の賠償）、同法２条（公の営造物の瑕疵による損害の賠償）、民法第 715条

（使用者責任）等に基づき、被害者は市に対して損害賠償を請求することができると考えられま

す。 

これらの規定に基づき、市が損害を賠償した場合で、指定管理者に帰責性がある場合には、市

が指定管理者に対して求償できます。 

  以上の理由から、指定管理者は複数の損害保険会社により提供されている「施設賠償責任保険」

（指定管理者特約条項等の付いたもの）に加入し、当該保険からの保険金支払によって損害賠償

責任に対応することを原則とします。 

【自主事業】 

① 自主事業の定義 

  自主事業とは、「協定書・仕様書等に規定はないが、指定管理者が自主的な企画により、自ら

の資金・参加料収入をもって実施する事業」と定義します。 

よって、会計上も、指定管理業務の会計と自主事業の会計は別のものとする必要があります。 

（自主事業の例示） 

●協定書・仕様書等に規定のないセミナー等の開催  

●協定書・仕様書等に規定のない物販 

② 自主事業実施の取扱い 

   自主事業の実施については、次によるものとします。 

   ア 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、あらかじめその内容について市と協議を行

うとともに、計画書を提出し承認を得ること。 

   イ 指定管理者は、自主事業を実施する場合には、原則として施設の設置目的を妨げない範

囲であるとともに指定管理業務の実施を妨げない範囲で行うこと。 

   ウ 指定管理者は、自主事業で施設を使用する場合は、「行政財産目的外使用」に該当するこ

とから、基準に基づき市長の許可を受けること。 

なお、使用料条例に基づき使用料を納入しなければならない。 

   エ 市は、指定管理者が自主事業を実施する場合は、以下の観点から照らし合わせて、妥当

性を判断した上で許可すること。 

     ●自主事業日程が一般利用者の施設利用を著しく阻害しない範囲か。 

     ●自主事業規模が施設許容量に照らして適当か。 

     ●対象者の設定に公平性が認められるか。 

     ●民間事業に多大な影響を及ぼす懸念はないか。 

     ●自主事業実施に関する安全性・保障体制が担保されているか。 

     ●その他一般利用者の視点で疑義が生じない内容か。 
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③ 自主事業の経費及び収益 

   自主事業の経費については、次によるものとします。 

ア 自主事業は指定管理者の責任と費用において実施すること。損失等が発生した場合等 

の責任は、全て指定管理者が負うものとする。 

イ 利用料が必要になる場合、その設定については、本事業と大きな差がないように設定す

ること。 

  ウ 年度終了後、自主事業の事業内容及び経理状況を明らかにする書類を作成し、報告を行

うこと。収支報告については、指定管理料とは区分を分けて行うこと。 

  エ 自主事業の利益が出た分については、市に一定の割合を納付すること。（一定の割合に

ついては予めの協議の中で定めるものとします。） 

 

（３）指定期間 

５ 指定管理者の指定期間 

  指定期間は、    年  月  日～    年  月  日の  年間です。ただし、

状況によっては、上記期間を変更する場合があります。 

  この期間は、議会議決後、正式に指定期間となります。 

【指定期間の設定】 

  指定期間については、指定管理者制度の趣旨を十分に生かせるよう、競争性を確保しつつ、各

施設の設置目的、利用者の状況、サービスの継続性や安定を踏まえ、５年を原則とします。 

  施設の特性等を考慮し、以下の基準に基づき、５年より長い期間あるいは短い期間を設定する

ことも可能とします。 

  ① 専門職、業務における有資格者の確保などについて、施設の設置目的の達成に必要である

場合については、最長 10年 

  ② 施設の事情等により短期間とする必要がある場合は、必要な期間 

 

（４）指定管理料関係 

６ 利用料金収入 

  ○○○○○を利用する者が納付する利用料金は、指定管理者の収入となります。また、こ

の利用料金の額は、条例で定める額の範囲内において、市長の承認を受けて指定管理者が定

めます。 

【利用料金】 

① 利用料金制の趣旨 

  公の施設の指定管理者制度の運用に当たっては、地方自治法第 244条の２の規定により、指定

管理者が施設の利用に係る料金を収入として収受できる「利用料金制度」を導入することができ

るとされています。 

  この制度は、施設の管理運営に当たり、指定管理者の自主的な経営努力を発揮しやすくし、ま

た、地方公共団体及び指定管理者の会計事務の効率化を図る観点から設けられたものであり、指

定管理者が条例に基づく利用料金額の枠組みの中で裁量を発揮し、より効果的かつ効率的なサー

ビス提供を行うことができるようにするものです。 
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  なお、利用料金は、公の施設の「利用の対価」であり、公の施設の「使用料」に相応するもの

です。したがって、指定管理者制度が導入された公の施設では、利用者からの利用料を直接指定

管理者の収入にできる「利用料金制」とするか、使用料として市の歳入とするかは個々の条例で

定めることとなります。 

② 本市における利用料金制の位置づけ 

  本市においては、制度の趣旨に鑑み、当該施設の性格や、その有効な活用及び適正な運営、並

びに管理に係る会計事務の効率化の観点から総合的に判断するものとしますが、以下のメリット

に鑑み、法令等により制限されている場合等を除き、原則として「利用料金制」を導入すること

とします。 

 （利用料金制のメリット） 

  ●事業者の自主的な経営努力を促すことができ、弾力的な収支計画の立案が可能となる。 

  ●市場動向に敏感な事業者によって、適切な料金水準を設定することができる。 

  ●利用料金をインセンティブとして指定管理者の経営改善の意欲が高まり、サービスの質や量

の向上が図られ、その結果、利用の増加につながる。 

  ●市及び指定管理者の会計事務が簡素化され、経営の効率化につながる。 

③ 利用料金制度を導入する施設 

  指定管理者自らの収入アップに向けた経営努力へのインセンティブが働き、指定管理者（民間

事業者等）の能力・ノウハウ等を活用して効果を得られることが予想されるものを対象とします。 

  施設の稼働率アップ、利用者数アップや利用者に対するサービスアップが見込めるものなどが

考えられます。 

④ 利用料金制度を導入しない施設 

  以下の施設では利用料金制度を導入しないものとします。 

  ア 法令により導入できない施設 

  イ 指定管理者の経営努力とは関係なく、主として外的要因により顕著に施設の収益・利用者

数が増減する施設 

  ウ 利用料金が定額あるいは施設の収容能力が少ない等の理由により、収益性が低く、指定管

理者の経営努力へのインセンティブが働きにくい施設 

  エ 施設の設置目的から考えて利用料金制に馴染まないもの 

７ 指定管理料 

  ○○○○○の業務に係るすべての経費は、利用料金及び朝来市が支払う指定管理料並び

にその他の収入をもって充てるものとします。 

  朝来市が支払う指定管理料は、「４ 指定管理者が行う業務の範囲等」で示した○○○

○○の管理運営に要する経費から利用料金収入の見込額を差し引いた額を、毎年度の予算

の範囲内において、指定管理者に指定管理料として支払います。 

【指定管理料の構成】 

  指定管理料限度額は、施設の運営に必要と見込まれる経費の総額から、利用料金収入見込額、

指定管理業務に伴い見込まれる収入の総額を減じた額とします。 
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① 指定管理料の考え方 

（指定管理者） 

＊経費（管理運営費） ＊収入  

 人件費   

 事業費 

利用料金収入  施設維持管理費 

 管理費 

 事務関連費  

 その他 
 

（朝来市） 

 

 

 

 
 

指定管理料 

② 指定管理料の細目 

項 

目 
費目／細目 積算の考え方 

 

 

 

 

１ 人件費 

 給与 公募時において見込まれる事業規模等から積算 

 諸手当 公募時において見込まれる事業規模等から積算 

 法定福利費 公募時において見込まれる事業規模等から社会保険料の事業主負担分を積算 

 福利厚生費 公募時において見込まれる事業規模等から積算 

 共済掛金 公募時において見込まれる事業規模等から退職金共済均等を積算 

 賃金 公募時において見込まれる事業規模等から積算 

２ 事業費 

 原材料費 原材料費、仕入原価等から積算 

 事業運営費 過去の実績の分析を踏まえ公募時において見込まれる事業規模等から積算 

３ 施設維持管理費 

 維持管理費 過去の 3 カ年程度の実績から増減傾向を分析し、必要な節減を行った上で、設備管理費、

保守管理費等の法定点検費用を積算 

 施設修繕費 過去の 3 カ年程度の実績から増減傾向を分析し、必要な修繕費を積算 

４ 管理費 

 光熱水費 公募時における見込額から積算 

過去の 3 カ年程度の実績から平均使用料を分析し、必要な節減を行った上で、最新の基本

料金及び単価を勘案すること 

業務委託料 清掃・警備等を再委託する場合の委託料を積算 

 施設賠償責任保

険等 
施設賠償責任保険等に加入するに当たっての保険料を積算 

 租税公課 消費税・地方消費税・入湯税等、指定管理業務により負担すべき租税公課を積算 

５ 事務関連費 

 消耗品費 当該年度に必要となる最低限度の消耗品費を積算 

 印刷製本費 当該年度に必要な最低限度の印刷製本費を積算 

 通信運搬費 電話代、インターネット代、郵送料等の通信運搬費等を積算 

 事務機器リース料 購入・リース等検討の上、指定管理業務を実施するにあたり必要となるリース料等を積算 

 備品修繕費 貸与備品（施設付属備品）の修繕費を積算 

６ その他 

 雑費 指定管理業に付随し、小学でどの科目にも属さない臨時的な経費を積算 

 旅費 指定管理業務を実施するにあたり必要となる旅費を積算 

 負担金 指定管理業務を実施するにあたり、必要となる負担金を積算 

 

収 

入 

１ 利用料金収入・その他収入 

 利用料金収入 

 その他収入 
過去３ヵ年程度の実績を基に、増減傾向を分析し、施設の利用目標値を設定した上で積算 
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（５）応募手続 

８ 応募者の資格等 

（１）応募者の資格 

  応募者の資格は、指定期間中、施設を安全かつ円滑に管理運営できる法人又はその他の団

体であって、次のいずれにも該当しないものとします。 

  ア 地方自治法施行令 167条の 4に該当するもの 

  イ 朝来市から指名停止措置を受けているもの 

  ウ 市税、法人税、消費税等を滞納しているもの 

  エ 会社更生法、民事再生法等による手続きを行っているもの 

  オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2項に規定する暴力団及び

その利益となる活動を行うもの 

  カ 指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消しを受けたもの 

  キ ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けたもの 

  ク 当該施設の管理運営に不可欠な資格等を有していないもの 

（２）応募者の形態 

  ア 複数の団体がグループ（共同事業体）（以下「グループ」という。）を構成して応募す

る場合（以下「グループ応募」という。）は、代表団体を定めること 

  （この場合、代表団体は、朝来市内に主たる事務所を置く又は置こうとする法人その他団

体で、グループにおける責任割合が最大であること） 

  イ グループは応募時にグループ構成や役割分担、代表者への委任等を定めたグループの

協定書の写しを提出すること 

  ウ 指定管理者の候補者が新たに法人を設立する場には指定管理者の候補者の選定後に

当該法人の登記事項証明書（又は登記簿謄本）を提出すること 

（３）応募の制限 

  ア 応募１団体又はグループにつき、申請は１件 

  イ 単独で応募した団体はグループ応募の構成員となること及びグループ応募の構成員

である団体が他のグループ応募の構成員となれないこと 

（４）応募書類 

  朝来市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第２条に規定する

指定管理者指定申請書（様式第１号）に以下の書類を添付して提出するものとします。ただ

し、提出書類はＡサイズ縦長、横書きとします。 

  ① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

  ② グループ構成員表（様式２）（グループ応募の場合のみ） 

  ③ 事業計画書 

    ア 管理運営に当たっての基本方針（様式３－１） 

    イ 指定期間中の収支計画に関する事項（様式３－２） 

    ウ 管理運営の内容に関する事項（様式３－３・４・５・６） 

  ④ 収支計画書（様式４） 

  ⑤ 実施体制表（様式５） 
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  ⑥ グループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に関する事項（様式６） 

  ⑦ 団体の概要（様式７） 

（５）付属書類 

  ア グループの協定書の写し（グループ構成や役割分担、代表者への委任等を定めたもの） 

  イ 定款又は寄付行為（法人以外の団体にあってはこれに属するもの） 

  ウ 法人の登記事項証明書あるいは登記簿謄本及び印鑑証明書（申請日の３か月以内に取

得したもの） 

  エ 役員の名簿 

  オ 事業（営業）報告書 

  カ 貸借対照表、損益計算書（又は収支計算書）最近の予算及び決算等経営の規模及び状

況がわかるもの 

  キ 市税・法人税の納税証明書、消費税の滞納がない証明書 

  ケ その他、市長が必要と認める書類 

（６）提出部数    部（正本  部、副本  部） 

（７）留意事項 

  ア 必要に応じ、追加資料の提出することがあります。 

  イ グループ応募の場合には、構成員ごとに（５）の付属資料を作成してください。 

  ウ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は失格とします。 

  エ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

  オ 提出された書類は返却しません。 

  カ 応募に要する費用は申請者の負担とします。 

  キ 指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式８）を提出してください。 

  ク 提出された応募書類は、朝来市情報公開条例に基づく情報公開の請求により開示する

場合があります。 

【資格要件】 

① 資格要件の設定の視点 

  以下の視点に立って、施設特性に応じた個別の資格要件を定めます。 

  ◆施設の管理運営を的確かつ継続的に行い得る人的・物的条件の確保 

  ◆公共性を有する施設にそぐわない不適切な事業者の排除 

  ◆施設の設置目的等に合わせて地域性の反映等を考慮した上で、競争性を確保できる必要最小

限の条件設定 

② 資格要件に規定すべき項目 

  なお、次の項目については、いずれにも該当しない旨、資格要件として必ず規定します。 

  ア 地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当するもの 

  イ 朝来市から指名停止措置を受けているもの 

  ウ 市税、法人税、消費税等を滞納しているもの 

  エ 会社更生法、民事再生法等による手続きを行っているもの 

  オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定する暴力団及びそ

の利益となる活動を行うもの 
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  カ 指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消しを受けたもの 

  キ ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けたもの 

  ク 当該施設の管理運営に不可欠な資格等を有していないもの 

【事業計画書】 

  応募者から提出される事業計画書は、指定管理者候補者選定時の評価に利用することはもとよ

り、指定管理者指定後には、協定に位置づけられる重要な文書となります。そのため、指定管理

者候補者選定基準の評価項目に即したものとなるよう、それぞれの施設に即して求めるべき事項

を各様式の説明文に記載しておくことが必要です。 

９ 応募の手続き 

（１）応募書類の提出方法 

  応募書類の提出持参とします。 

（２）応募書類の提出場所 

  朝来市     部      課      係 

  〒669-5292 兵庫県朝来市和田山町東谷 213-1 

（３）応募期間 

      年  月  日（ ）から     年  月  日（ ） 

（４）留意事項 

  ア 応募書類の配布・受付時間等は平日の午前９時から午後５時までとします。 

  イ 業務説明会、現地説明会を実施する場合、応募者は可能な限り参加をお願いします。 

  ウ 募集に関する質問は、質問書（様式９）により行ってください。郵送、ＦＡＸ及びメ

ールも可とします。 

なお、電話又は口頭による質問は受け付けません。 

 

（６）指定管理者候補者の選定 

10 指定管理者候補者の選定 

（１）指定管理者候補者の選定は市長が行います。 

（２）応募者の審査は、朝来市が設置する指定管理者選定委員会が定める評価項目と選定方法

（以下「選定基準」という。）に照らし、事業計画書等の内容により、本要項及び次に掲げ

る事項を考慮して総合的に判断します。 

 ア 施設の適切な維持管理を図ることができるものであること 

   ・魅力ある施設運営を目指すための運営方針・サービス提供・効率的な管理 

 イ 公の施設の効用を最大限に発揮し、経費の縮減が図られること  

   ・管理に係る経費の縮減 

   ・施設の効用の最大限の発揮 

   ・使用者の平等な利用の確保 

   ・施設の適切な維持及び管理 

   ・施設の安全管理 

 ウ 公の施設の管理を行う安定した人員、資産その他の経営の規模及び能力を有すること 

   ・人員・資産 



- 20 - 

 

   ・団体概要   

   ・その他の経営規模及び能力 

（３）審査は、選定委員会が定めた選定基準に基づき提出された事業計画書等の審査を行いま

す。審査の結果は、選定後に文書で通知します。 

【指定管理者候補者の選定方法】 

  指定管理者候補者の選定方法を明示します。 

  指定管理者候補所の選定は、指定管理者選定員会（以下「選定委員会」という。）を設置して行

います。選定委員会は、施設の設置目的や利用状況に応じて、上記（10-⑵）の考慮事項を踏まえ

た選定基準を作成し、管理運営に最も適した指定管理者候補者を選定することとします。 

11 指定管理者の候補者選定後の手続等 

（１）候補者との協議 

   候補者と管理運営の業務の細目について協議を行います。 

   市は必要に応じて候補者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において修正

を求めることができることとし、候補者はこの求めに対し協議に応じなければなりませ

ん。 

   候補者と協議が整わない場合は、選定委員会において欠点となった応募者を指定管理者

の候補者として協議を行います。 

（２）指定管理者との協定締結 

   指定管理者の指定に関する事項について、議会で議決を経て指定管理者として指定する

とともに、指定期間における基本的な事項を定めた「基本協定」及び年度ごとに締結する

「年度協定」を締結します。 

 

12 留意事項 

（１）候補者については、議会議決後、市ホームページにより選定結果を公表します。 

（２）指定管理者は「朝来市の公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例」第 10条

1 項に従い、指定管理者の指定の取消し又は期間を定めて管理の業務の全部もしくは一部

の停止を命じられることがあります。したがって、指定管理者が指定管理者としての業務

を開始する前においても、財務状況の悪化又は社会的信用を著しく損なう等により事業の

履行が確実でないと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、基本協定を締結し

ない又は基本協定を解除することがあります。 

（３）指定管理者の指定を取り消し、基本協定の解除等を行った場合、指定管理者に対して違

約金及び損害賠償の請求を行います。違約金等の詳細については基本協定で定めます。 

【指定取消及び管理業務の停止】 

 ① 指定取消及び管理業務停止を命ずる場合 

   地方自治法上、市は指定管理者が市長の指示に従わないときその他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理

業務の全部又は一部の停止を命ずることができます。 

  ② 指定取消等の手続 

   指定取消等の実施に当たっては、取消等の事由に該当し得る事象が発生した場合に、事象の
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重大性、原因、市民・利用者への影響、処分実施後の当該施設の管理運営方法等を考慮した上

で処分の内容・実施期限等を決定するものです。 

   また、指定取消等の処分を行った場合には、必要に応じて市が払った指定管理料の返還、収

受した利用料金の全部又は一部の市への納付、市に損害が発生した場合には損害賠償の支払い

等を指定管理者に求めることができる旨、協定等に規定することが必要です。 

   指定取消等の実施に当たっては次の事項に基づき進めるものとします。 

   ア 所管課における検討 

     指定取消等の理由者経緯について整理を行い、指定取消等を行う状況であるかどうかを

十分検討する必要がある。検討した結果、指定取消等を行うと判断したときは所定の手続

きを進める。 

   イ 聴聞等 

     指定取消等については、聴聞等の必要な手続きを行う。 

   ウ 公告 

     指定取消を行ったときは、その旨（施設名称・期間・使用料等）を公告する。また、取

り消し後、直営での管理を行う場合も同様とする。 

   エ 指定取消等以降の当該施設の管理 

     指定取り消し等により指定管理者が一時不在になることも想定されることから、当該期

間中においても市民サービスの低下を最小限にとどめるよう措置を講じる必要がある。 

     ・業務の引継ぎ 

       指定取消等を行う場合、市又は次期指定管理者に円滑に業務が引き継がれる必要が

ある。業務の引継ぎについては、募集時の仕様書に記載すること。 

     ・直営（業務委託を含む）による対応 

       指定取消等による施設の休止など、市民サービスの低下は最小限にとどめる必要が

あるため、一時直営により施設の管理を行うことが考えられる。その場合、人員の確

保や業務委託に関する諸手続きを速やかに行う必要があるほか、職員が現金を扱う必

要がある場合や使用料等の徴収事務を指定管理者に委託している場合には、現金（分

任）出納員を置くための規則改正や徴収事務を別のものに行わせるための告示を行う

必要がある。 

 【違約金について】 

   安定かつ適切な施設の管理運営を確保するためや、指定管理者が正当な理由なく施設の管理

運営を放棄するなどで指定を取り消された場合や指定管理者の自己都合により指定管理期間

満了前に撤退した場合は、市は指定管理者に対し違約金を請求するものとする。違約金の額は

施設所管課が管理運営に要する費用等を勘案し定める額とし、詳細は基本協定で定めます。 

 

５ 指定管理者候補者の選定及び指定管理者の指定 

（１）指定管理者の選定 

① 指定管理者選定委員会の設置 

  指定管理者候補者の選定は選定委員会を設置して行うものですが、選定委員会の事務局は
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施設の所管課が行います。 

選定委員会の委員構成は、施設の設置目的と特性に応じて学識経験者や会計、税務、監査、

経営の専門的知識を有する方等を選定し、委員８名以内で組織します。 

② 選定基準の構成と内容 

  選定委員会が定める選定基準は、指定管理者候補者を評価するための評価項目と選定方法

を定めた評価基準を示したものです。 

（評価項目） 

  評価項目の設定に当たっては、これらが、「市としてどのような管理運営を求めているの

か」を指定管理者に対して最も強く伝える情報であることを踏まえ、施設の設置目的・達成

するべき目標等を適切に反映する必要があります。 

  そのため、すべての施設に共通する「共通評価項目」及び「総合評価項目」と個々の施設

の特性や設置目的を踏まえ、個々の施設ごとに設定する「個別評価項目」で構成するものと

します。 

  収益型施設ではない施設（特に地域と密着した管理運営を求められる施設など）の「個別

評価項目」の設定については施設の設置目的や地域との結びつきを重視した項目設定を行う

ものとします。配点についても、定められた基準の範囲内で「個別評価項目」に重点をおい

た配点を行うこととします。また、選定はサービス及び経費等についての総合的な視点から

の評価に基づいて行うものです。 

  評価項目としては、次の標準例によるものとします。 

なお、原則として共通評価項目及び総合評価項目は各施設共通とし、個別評価項目は個々

の施設ごとに定めることとします。 

  ◆評価項目（標準例） 

（評価基準） 

条例に規定す

る選定基準 
審査項目 審査の視点 

利用者の平等

な利用の確保

及びサービス

の向上が図ら

れるものであ

ること。 

①利用者の平等な利用の確

保 

・施設利用者の立場に立った理念、基本方

針を確立 

・施設利用者の平等の確保策 

・施設利用にあたり社会的弱者への配慮 

②サービスの向上 

・個人情報の適正な取扱い 

・利用者等の意見を取り入れる仕組み 

・利用者へのサービスの向上 

公の施設の効

用を最大限に

発揮するもの

であること。 

①自主事業計画及び収支計

画 

・自主事業計画及び収支計画は適格性 

・利用者増加のための方策 

②本事業を向上させる計画 
・開館時間等の考え方 

・施設運営の持続的発展の方策 

公の施設の適

切な維持及び
①管理運営体制 

・市の管理方針や施設の設置目的に対す

る理解 
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管理並びに管

理にかかる経

費の縮減が図

られるもので

あること。 

・施設設備を良好に保つための保守点検、

清掃、警備等に対する考え方 

・利用者の安全確保（事故、トラブル防止、

災害時の対応等を含む）の方策 

・環境への配慮、実践 

②施設の管理経費の縮減 ・経費縮減策 

③効率的な管理運営 ・指定管理料 

公の施設の管

理を安定して

行う人員、資産

その他の経営

の規模及び能

力を有し、又は

確保できる見

込があること。 

①施設の管理運営に必要な

人員配置等 

・類似施設・業務の良好な運営実績の有無 

・安定かつ継続的な運営を行う上で適正

な組織体制・配置計画、従業員の研修体制 

②団体の経営規模及び能力

など 

・指定管理者候補者の財務状況の健全性 

・管理運営の収支計画の内容と計画書と

の整合性 

その他、必要と

認める事項 
①地域貢献に対する考え方 

・地域を理解した地域貢献への取組 

・地域雇用に対する積極性 

 

    選定に当たっては、次に示す基本的事項によるものとします。 

    ア 評価に当たっては申請書類及びヒアリングを基にして施設ごとに設定された採点表

により採点を行い、合計得点を算出します。合計得点は評価項目ごとの得点の合計とし

ます。 

なお、１次審査（申請書類審査）を行い通過団体のみで２次審査（ヒアリング審査）

を行うなどの上記とは違う選定方法等を実施する場合は、選定委員会で検討し決定すれ

ば各施設において最適な方法を選択することも可能とする。 

    イ 選定に当たっては合計点の高い団体を候補者とします。 

    ウ 基準点を（例－100点満点で 70点）を設定し、原則、基準点に達しない団体は指定管

理者の候補者に該当しないものとします。 

③ 指定管理者候補者選定結果概要の作成 

  指定管理者候補者の選定過程のポイントを押さえ、わかりやすく説明するものであって、

その内容については選定委員会において適正な選定が行われたものを簡潔に示す指定管理

者候補者選定結果概要を作成します。 

  ア 施設概要（施設名・所在地） 

  イ 応募期間   

  ウ 応募団体数 

  エ 指定管理者候補者審査日程  

  オ 指定管理者候補者審査方法  

    ・指定管理者選定委員会開催状況 
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    ・選定基準 など 

カ 採点一覧表 

キ 指定管理者名（団体名）、所在地、代表者 

ク 選定理由 

ケ 指定期間 

 

（２）指定管理者の指定 

  ① 議決事項 

    指定管理者の指定に当たっては、次の事項について議会の議決を得る必要があります。（地

方自治法第 244 条の２第６項及び朝来市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する

条例第７条による。） 

   ア 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称（及び住所） 

   イ 指定管理者となる団体の名称、所在地及び代表者名 

   ウ 指定の期間 

  ② 指定通知 

    議案の議決後、速やかに指定管理者に対して指定通知を行うこととします。 

  ③ 指定管理者指定の公表  

    指定管理者の指定の告示を行うとともに、朝来市ホームページ等への掲載により公表する

こととします。 

 

６ 協定の締結 

（１）協定書の構成 

   協定書は「基本協定書」と「年度協定書」で構成されます。 

  「基本協定書」は、指定当初に市と指定管理者が結ぶ協定書で当該施設の管理について指定期

間全体にわたって必要な事項を定めるものです。 

  「年度協定書」は、通常は毎年度、当該年度の業務内容及び指定管理料を定めます。 

 

（２）基本協定書の主な記載項目 

   基本協定書に定めるべき標準的な事項は次のとおりです。 

なお、当該施設の特性を踏まえ必要に応じて加除修正をするものとします。 

  《前文》 

   ① グループ内部での責任の明確化 

    複数の団体がグループを構成し、共同して指定管理者となる形式をとる場合には、グルー

プ内での責任を明確に規定することが必要であり、応募時に提出されたグループの協定書に

基づき共同連帯して業務を履行することを明記するものとします。 

  《第１章 総則》 

   ② 指定期間 

    当該施設の指定期間を定めます。 
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  《第２章 本業務の範囲と実施条件》 

   ③ 業務の範囲 

    当該施設の管理運営に関する業務について、仕様書及び提案書に基づき具体的に規定する

ものとします。また、施設の管理責任者を配置し、業務にあたるものとします。 

  《第３章 本業務の実施》 

   ④ 他の事業者による実施 

    指定管理者が行うべき業務について、予め、本市と文書による協議を行い、承認を得た場

合には、その一部を他の事業者に委託することが可能であることを規定するものとします。

ただし、他の事業者への委託を実施する際、請け負う事業者や指定管理者に任せきりになる

ことなく、施設所管部署がその実態を必ず把握し、個別に状況を確認することが必要です。 

   ⑤ 情報管理 

    本業に従事する者、本業務の実施によって知り得た秘密及び市の行政事務等で一般に公開

されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならないこと。また、個人情

報の保護に関する法律及び朝来市個人情報の保護に関する法律施行条例の規定に準拠し、個

人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならないことを定めます。  

《第４章 指定管理料及び利用料金》 

   ⑥ 指定管理料の支払い 

    指定管理料は、指定管理者が公募時において提案した事業計画・収支計画に基づき、市と

の協議を経て決定し支払います。 

    ２年目以降の指定管理料については、指定管理者が選定時に提案した事業計画・収支計画

を基本としつつ、より効果的、効率的な管理運営方法を反映した毎年度の業務計画を踏まえ、

毎年度見直すこととします。 

   ⑦ 指定管理料の変更 

    当初、想定できなかった事態の発生により、指定管理料を変更する必要が生じることがあ

ります。 

    この場合、指定管理者が行うべき業務の不履行や事業の未実施を防止するため指定管理料

を変更する必要性や妥当性を十分検討した上で、その要否を判断することとします。 

   ⑧ 利用料金 

    当該施設を利用料金制とする場合、その旨協定に盛り込みます。法令等により制限されて

いる場合を除き、原則的には利用料金制を導入することとします。 

    また、当該施設の利用料金について条例に規定する利用料金の範囲内において市の承諾を

受けて指定管理者が定めます。 

    なお、施設の特性により使用料制を採用する場合には、当該条項を削除し、使用料の収受

について規定します。 

《第５章 指定管理期間満了以前の指定の取消し》 

   ⑨ 市による指定の取消し 

    不正や虚偽報告があった場合あるいは協定内容が履行されずサービスが規定の水準に達

しない場合や自らの責めに帰すべき事由により指定管理者から指定の取消しの申し出があ

った場合について定めます。 
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    なお、朝来市公共施設管理計画に基づき施設の統廃合など管理方法の見直しを行う場合に

おいても指定の取消しができることとしています。 

《第６章 損害賠償及び不可抗力》 

   ⑩ 損害賠償等 

    指定管理者の責により市に損害が生じた場合の指定管理者の市に対する損害賠償につい

て定めます。 

    ・指定管理者が故意又は過失により管理物件を損傷し又は滅失したときの損害賠償 

    ・指定管理者における協定の不履行に対する損害賠償 

    ・市が当該指定管理者の指定を取り消した場合又は本業務の全部又は一部の停止を行った

場合の違約金及び損害賠償  

    ・第三者への損害賠償に関する指定管理者の責任 

 

（３）年度協定書の主な記載項目 

   ① 年度協定の目的 

     年度協定は、当該施設の管理業務について各年度の業務計画書に定めた内容及び実績の

対価として支払われる指定管理料を定めることを目的として締結します。 

   ② 当該年度の業務内容 

     標準基本協定書による業務計画書が当該年度の業務内容となります。 

   ③ 本業務の実施の対価の金額及び支払手続を定めます。 
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第３章 適正な管理運営の確保に関する事項 

１ 事業報告・管理運営の調査 

指定管理者は、毎年度終了後、管理業務に関する事業報告書を作成し、市に提出しなければなり

ません。施設所管課は、協定において事業報告書の詳細を定めた上、毎会計年度終了後速やかに提

出することとします。 

また、必要に応じて、月毎、四半期ごとの事業報告等、定期又は臨時に報告を求め、実地につい

て調査することとします。 

なお、事業報告書には下記の事項（例）を基本に記載することとします。 

◆事業報告書記載事項（例） 

１ 管理運営業務の実施状況 

２ 収支状況（指定管理料と利用料金を区分すること） 

３ 事業報告に係る対象年度の指定管理者の経営状況 

４ その他必要と認める事項 

 

 

２ 管理運営の評価 

指定管理者は、事業報告、利用者満足度調査の実施、苦情・要望等への対応を通じ、主体的な業

務改善に取り組むとともに、毎年度、管理運営に関する自己評価を実施し、施設所管課に報告しな

ければなりません。 

また、指定管理者が実施した自己評価について分析を行うこと等により年間運営実績についての

総合評価を実施し、業務改善に向けた指導等を行います。 

なお、指定管理者による利用者満足度調査の実施、自己評価の実施等については、指定管理者協

議の上、協定書に盛り込むこととします。 

 

 

３ 指定管理者に対する指示及び指定の取消し 

事業報告・調査及び管理運営評価等の結果、指定管理業務が協定に定める基準や管理水準を満た

していないと認められるときは、指定管理者に対して必要な改善措置を講じるよう指示することと

します。 

なお、指定管理者が指示に従わないときや改善がみられない場合は、指定を取り消し又は期間を

定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じることができるので適切に対応することとします。 

 

  



 

 

【参考】様式（第２章４（５）応募手続の応募書類） 

様式第１号(第２条関係) 

年  月  日    

 

 朝来市長(又は朝来市教育委員会) 

                様 

 

団体所在地             

申請者 団体の名称             

代表者氏名             

 

指定管理者指定申請書 

 

 朝来市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により、下記の公の

施設について指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

記 

 

 １ 公の施設の名称 

 

 

 ２ 添付書類 

  (1) 事業計画書 

  (2) 収支計画書 

  (3) 申請の資格を有していることを証する書類 

  (4) 団体の経営状況を説明する書類 

  (5) 前各号のほか市長等が必要と認める書類 

  



 

 

（様式２） 

グ ル ー プ 員 構 成 員 表 

 

 

グループ名                                     

 

（代表となる団体） 

主たる事務所の所在地                                

団体の名称                                     

代表者の氏名                                    

（構成員） 

主たる事務所の所在地                                

団体の名称                                     

代表者の氏名                                    

（構成員） 

主たる事務所の所在地                                

団体の名称                                     

代表者の氏名                                    

 

 



 

 

（様式３－１） 

事  業  計  画  書 

 

① 管理運営に当たっての基本方針 

  魅力ある施設運営を目指すための運営方針・サービス提供・効率的な管理の考え方について 

 （ア）管理運営の基本的な考え方 

    定款、寄付行為、規約の目的・事業内容等を踏まえて記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （イ）管理運営に関する提案 

    施設利用、再委託の内容などについて記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 



 

 

（様式３－２） 

 

② 指定期間中の収支計画に関する事項 

  指定期間中における管理運営に係る収支計画を記載してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 

収      入 支     出 

 

（千円） 

その内、市からの 

指定管理料 

 

（千円） 

  年度    

    年度    

    年度    

    年度    

    年度    

 

  ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 



 

 

（様式３－３） 

 （ウ）施設の利用促進 

    利用者の増加を図るための具体的な手法及び期待される効果について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （エ）利用施設の運営 

    受付、承認、徴収、職員体制等についての考え方を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 

 



 

 

（様式３－４） 

 （オ）平等な利用の確保 

    公の施設として利用者への平等な対応の方策について記載してください。 

   （障害のある方への配慮・対応など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （カ）個人情報保護 

    個人情報保護の方法について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 



 

 

（様式３－５） 

 （キ）職員の研修計画 

    施設管理に従事する職員への教育、研修計画等について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ク）事業の遂行力 

    安定した管理運営を行うため必要な経理的基盤（金融機関、出資者の支援体制）等につい

て記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 



 

 

（様式３－６） 

 （ケ）苦情処理の対応方策 

    利用者等からの苦情処理の対応について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （コ）事故発生等での対応方策 

    危険行為・事故発生時の対応・避難誘導体制・防火訓練の計画・災害時の対応等について

記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※欄が不足する場合には適宜欄を広げるか複数ページにして記載してください。 

 



 

 

（様式４） 

収  支  計  画  書 

                                     （単位：千円） 

収

入

項

目 

 年度 年度 年度 年度 年度 備考 

管理運営委託料       

利用料金収入       

       

収入合計       

支

出

項

目 

人件費       

設備管理費       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

支出合計       

収入合計－支出合計       

  ※各年度における各年度の収支予算を主な収入項目に区分して示すこと。 

  ※消費税及び地方消費税を含んだ金額を記載すること。 

  ※積算内訳を別紙（様式は自由。ただし、Ａ４・横書）に示すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式５） 

実  施  体  制  表 

   

  （組織図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （組織人員一覧表） 

役職・職種 担当業務 
能力・資格 

実務経験年数等 
雇用形態 

雇用者の 

確保方策 
備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

   ※雇用形態欄には、常勤・臨時・嘱託等の別を記載すること。 

   ※雇用者の確保方策欄には、申請者がすでに雇用している者（雇用済み）又は今後雇用を 

予定するもの（予定）の別、その目途を記載すること。 

   ※備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記載すること。（別紙可） 

   ※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

 



 

 

（様式６） 

グループ応募 役割分担・責任分担 

   

  グループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

（様式７）  

団  体  の  概  要 

   

団 体 の 種 別 

□財団法人    □社団法人    □ＮＰＯ法人 

□株式会社    □有限会社    □合資会社 

□その他の法人（                   ） 

□その他の団体（                   ） 

団 体 の 名 称  

団 体 の 所 在 地  

設 立 年 月 日  

資本金又は資本財産                千円 

社 員 （ 職 員 ）                 人 

実 績 

類似業務の運営実績（施設名称、面積、管理運営概要、期間）などに

ついて記載すること。 

   ※「団体の種別」欄では、該当するものにチェックをすること。 

   ※「社員・職員（数）」は、申請時の人数を記載すること。 

   ※欄が不足する場合は、複数ページにして記載すること。  

   ※会社概要等がある場合は添付すること。 

 

 



 

 

（様式８）  

辞    退    届 

        年  月  日付で指定管理者申請書を提出しましたが、次の理由により辞退し 

ます。 

  年  月  日 

 

  （申請者） 

  主たる事務所の所在地                               

  団体の名称                                    

  代表者の氏名                                   

  

（辞退の理由） 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式９）  

募 集 に 関 す る 質 問 書 

 

  年  月  日 

 

  （申請者） 

  主たる事務所の所在地                               

  団体の名称                                    

  代表者の氏名                                   

  

（質問の内容） 

 

 

 

 

 

 

 


